
「企業の事業継続の取組に関する実態調査」について

国内企業の事業継続に係る取組の実態などを把握するため、平成20年1月お
よび平成21年11月に実施した「企業の事業継続及び防災の取組に関する実態
調査」と同様の内容について、全国の企業を対象に調査を実施し、その結果
をとりまとめた。

なお、今回は、東日本大震災に関する内容についても調査を行った。

１．調査概要

（１）調査対象：「大企業」、「中堅企業」及びこれらを除く「資本金5千
万円以上の企業」に該当する企業のうち、5,490社を抽出
して調査を実施。

※ 民間の企業データベースから企業規模ごとに割り当てたサンプル数分の企業を抽出
した。なお、東日本大震災に起因する津波による被災地域および放射能汚染による
避難地域に本社が存在する企業については、アンケートの送付先から除外した。

（２）有効回答数及び回収率：有効回答数 1,634社、回収率29.8％

（３）調査時期：平成23年11月

（４）調査方法：郵送によるアンケート調査

（５）調査事項

<１> 事業継続計画の策定状況等
(平成19年度調査から平成23年度調査までの結果と推移等について)

ア) 事業継続計画について（策定状況、策定理由等）
イ) ビジネスインパクト分析について
ウ) 事業継続の取組について
エ) 事業継続計画の評価・公表について

<２> 東日本大震災に関する状況等

ア) 東日本大震災による被害の状況や震災発生時の事業継続への対応につ
いて

イ) 東日本大震災発生後の事業継続計画への取組について

２．調査結果

<１> 事業継続計画の策定状況等 ・ ・ ・ ・ ・ １～８ページ
<２> 東日本大震災に関する状況等 ・ ・ ・ ・９～１７ページ
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①企業規模別

・ BCPを「策定済み」の値については以下のとおり。
－大企業では、(平成19年度) 18.9% → (平成21年度) 27.6% → (平成23年度) 45.8% と増加。
－中堅企業では、(平成19年度) 12.4% → (平成21年度) 12.6% → (平成23年度) 20.8% と増加。
・ BCPを「策定済み」及び「策定中」の合計値については以下のとおり。
－大企業では、(平成19年度) 35.3% → (平成21年度) 58.4% → (平成23年度) 72.3% と増加。
－中堅企業では、(平成19年度) 15.8% → (平成21年度) 27.2% → (平成23年度) 35.7% と増加。

■ BCPを「策定済み」とした企業と「策定中」とした企業を合わせると、その割合は、大企業では７
割強、中堅企業では３割５分である。

■大企業については、「予定あり」を合わせると９割以上となり、2011年の東日本大震災を契機と
して、意識が高まったものと推察される。

■大企業・中堅企業ともに、「知らなかった」と回答した企業が大幅に減少しており、事業継続計画

の認知度が大きく向上していることがうかがえる。

（参考）「新成長戦略」実行計画（工程表）」（平成22年6月閣議決定）において、2020年までに実現すべき成果目標に
「大企業ＢＣＰ策定率：ほぼ全て、中堅企業ＢＣＰ策定率：５０％」と定められている。

＜１＞ 事業継続計画の策定状況等

(平成１９年度調査から平成２３年度調査までの結果と推移等について)

【平成23年度単数回答、n=1,108、 対象：全ての大企業及び中堅企業】
【平成21年度単数回答、n=736、 対象：全ての大企業及び中堅企業】
【平成19年度単数回答、n= 1,134、対象：全ての大企業及び中堅企業】

45.8

27.6

18.9

26.5

30.8

21.3

16.9

29.1

11.1

12.7

12.0

22.716.4

5.7
0.3

0.3

1.5

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成23年度

平成21年度

平成19年度

策定済みである 策定中である

策定を予定している（検討中を含む） 予定はない

事業継続計画（ＢＣＰ）とは何かを知らなかった 無回答

【大企業】

20.8

12.6

12.4

14.9

14.6

30.7

15.0

12.8

19.7

10.3

8.8

13.3

45.3

61.2

3.4

1.3

2.2

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成23年度

平成21年度

平成19年度

策定済み 策定中

策定を予定している（検討中を含む） 予定はない

事業継続計画（ＢＣＰ）とは何かを知らなかった 無回答

【中堅企業】
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②地域別・企業規模別

・ BCPを「策定済み」の値については以下のとおり。
－大企業、中堅企業ともに、全ての地域で増加しており、全国的に事業継続計画の策定機運

が高まっていることがうかがえる。

・ BCPを「策定済み」及び「策定中」の合計値については以下のとおり。
－大企業ではいずれの地域においても確実に増加しており、中堅企業についても概ね増加し

ている。

回答数が30社以下の場合は、サンプル数が少ないため参考値としている

平成19年度 n=1,172 (単数回答)

平成23年度 n=1,072 (単数回答)

31.4

28.1

37.4

35.5

26.4

20.8

18.6

19.9

14.4

9.4

19.3

11.5

39.0

34.6

36.3

36.6

41.8

24.0

21.3

15.6

22.7

25.1

21.5

12.6

17.4

17.3

10.1

15.0

19.8

13.7

19.4

17.9

7.9

11.4

15.7

8.8

10.7

22.6

12.3

11.1

9.4

19.2

35.5

42.0

27.9

27.9

34.5

45.3

17.3

16.4

14.9

12.3

6.8

7.1

5.9

3.0

6.4
6.4

5.2

7.7

4.9

0.9

1.4

1.8

1.1

0.4

1.5

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下地震

所在していない

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下地震

所在していない

【平成21年度】

‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐ 中堅企業 ‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐

‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐ 大企業 ‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐

(参考値)

(参考値)

20.1

19.3

21.7

15.1

12.5

8.4

17.6

11.2

19.7

14.0

20.8

9.6

32.3

33.7

29.2

20.1

26.0

19.6

17.4

8.3

13.7

14.4

10.7

15.4

12.1

9.8

14.3

18.7

16.9

39.8

54.9

56.0

49.0

70.9
0.9

5.8

3.3

4.0

7.6

2.6

0.4

0.6

0.6

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震

所在していない

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震

所在していない

【平成19年度】

---- 中堅企業 ----

----- 大企業 ----

平成21年度 n=655 (単数回答)

39.6

42.4

50.5

53.3

43.9

41.7

25.8

21.7

25.5

19.0

23.3

17.8

34.5

30.4

28.6

17.8

31.2

15.1

13.6

16.7

22.0

9.5

16.3

9.2

20.1

19.6

18.4

26.7

19.7

31.7

43.9

40.8

30.5

42.9

40.7

27.0

10.1

10.6

14.2

15.6

14.3

14.0

23.7

14.3

21.1

5.2

2.2

7.1

5.8

2.2

5.8

6.4

5.8

6.1

0.3

0.4

1.3

1.4

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震（東京湾北部地震）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下地震

所在していない

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震（東京湾北部地震）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下地震

所在していない

策定済みである

策定中である

策定を予定している
（検討中を含む）

予定はない

事業継続計画（BCP）と
は何かを知らなかった

無回答

(参考値)

‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐ 中堅企業 ‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐

‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐ 大企業 ‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐

【平成23年度】
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③ 【地震に関する】地域別・企業規模別

・ 地震に関するBCPの「策定済み」及び「策定中」の合計の値は以下のとおり。
－大企業では以下のとおり。

・東海地震に係る地域 ： (平成21年度) 62.2% → (平成23年度) 71.0%
・東南海・南海地震に係る地域 ： (平成21年度) 52.6% → (平成23年度) 68.3%
・首都直下地震に係る地域 ： (平成21年度) 63.5% → (平成23年度) 74.9%

－中堅企業では以下のとおり。

・東海地震に係る地域 ： (平成21年度) 36.9% → (平成23年度) 38.9%
・東南海・南海地震に係る地域 ： (平成21年度) 29.5% → (平成23年度) 37.2%
・首都直下地震に係る地域 ： (平成21年度) 34.0% → (平成23年度) 52.9%

■地震に関するBCPについて、「策定済み」及び「策定中」を合わせた値は、大企業で６割～
７割、中堅企業で４割～６割となっており、地震防災戦略において定められている目標達成に
向けて堅調に推移している。

（参考） 地震防災戦略においては、「東海地震」（平成17年3月策定）、「東南海・南海地震」（平成17年3月策定）、「首都直下地震」（平成18
年4月策定）及び「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震」（平成20年12月策定）において、策定から10年後の年度末の目標として、
「事業継続計画を策定している企業の割合を大企業でほぼ全て、中堅企業において過半を目指す」と定められている。

平成23年度 n=791 (単数回答)

回答数が30社以下の場合は、
サンプル数が少ないため参考値としている

平成21年度 n=655 (単数回答)

33.6

34.6

45.3

45.5

36.0

39.0

22.0

17.6

27.7

22.2

23.0

16.7

37.4

33.7

29.6

33.5

16.3

16.9

19.6

25.2

5.6

17.6

12.3

25.2

26.9

21.8

34.1

28.0

38.2

50.8

51.0

37.0

50.0

50.0

37.7

6.8

6.9

7.6

16.7

6.8

28.1

4.9

18.2

1.5

1.9

0.6

1.2

1.6

1.7

2.0

1.7

5.6

1.4

1.8

0.3

0.5

1.4

1.2

2.3

2.5

2.4

2.3

1.7

2.9

0.8

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震（東京湾北部地震）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下地震

所在していない

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震（東京湾北部地震）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下地震

所在していない

策定済みである 策定中である

策定を予定している(検討中を含む) 予定はない

事業継続計画（BCP）とは何かを知らなかった 無回答

------ 大企業 ------

【平成23年度】

------ 中堅企業 ------

(参考値)

30.9

27.0

34.4

36.2

22.0

25.2

17.6

15.9

20.0

9.3

16.5

8.9

31.3

25.6

29.1

31.0

34.7

17.0

19.3

13.6

14.0

25.1

17.5

22.8

24.7

19.1

19.8

21.3

15.7

13.0

21.7

14.9

18.8

15.7

9.9

15.7

8.7

13.4

11.5

22.7

10.4

17.7

11.2

6.2

9.4

19.2

35.5

42.0

27.9

28.0

34.5

45.3
6.0

10.0 11.4

7.9

9.8

4.5

5.2

7.7

6.3

2.2

4.9

2.2

3.2

1.7

4.3

5.2

2.5

3.7

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震（東京湾北部地震）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下地震

所在していない

東海地震

東南海・南海地震

首都直下地震（東京湾北部地震）

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下地震

所在していない

策定済みである

策定中である

策定を予定している

予定はない

事業継続計画(ＢＣＰ)と
は何かを知らなかった

無回答

‐‐‐‐‐‐‐‐‐ 大企業 ‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐

【平成21年度】

‐‐‐‐‐‐‐‐‐ 中堅企業 ‐‐‐‐‐‐‐‐‐

(参考値)

(参考値)

（注）

（注）
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④取組の公表状況

・ 事業継続の取組の公表状況について、上場企業を見ると、

－「公表している」の値は、(平成19年度) 15.6% → (平成21年度) 22.1% → (平成23年度) 
22.0% となっている。

－「公表している」と「現在検討中」とを合わせた値は、(平成19年度) 26.5% → (平成21年度) 
31.9% → (平成23年度) 34.5% となっている。

（参考）
各地震防災戦略においては、策定から10年後の年度末の目標として、「防災に関する取組を評価・公表している企業（上場企業）の割合が5
割程度となることを目指す」 と定められている。

平成23年度 ｎ=1,581 (単数回答)

平成21年度 n=1,002 (単数回答)

平成19年度 n=1,518 (単数回答)

非上場企業

5.8

5.2

87.2

89.9

89.5

4.4 4.7

5.6

4.1

1.3

1.0

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成23年度

平成21年度

平成19年度

公表している

現在検討中

公表していない

無回答

上場企業

22.0

22.1

15.6

12.5

9.8

10.9

63.9

67.4

73.5

0.7

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成23年度

平成21年度

平成19年度

公表している

現在検討中

公表していない

無回答
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9.4

11.3

24.1

8.6

12.5

4.3

42.1

3.1

8.2

8.8

7.6

7.0

15.0

13.8

13.9

17.8

12.8

12.0

11.2

8.0

11.7

24.2

13.8

17.5

15.1

8.8

9.5

9.4

36.3

52.7

40.4

62.4

55.2

73.2

35.4

74.9

85.2

64.4

6.2

6.0

4.1

3.2

4.5

4.5

1.7

2.2 3.5 7.0

5.3

4.3

0.8

1.2

2.2

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店・宿泊業

サービス業

策定済みである 策定中である 予定している 予定はない 知らなかった 無回答

【平成19年度】

⑤ 業種別

・ 「策定済み」及び「策定中」の合計の値はほとんどの業種で増加している。

・ 特に、建設業((平成21年度) 14.8% → (平成23年度) 61.3%)、情報通信業((平成21年度) 40.0% 
→ (平成23年度) 75.6%) 、金融・保険業((平成21年度) 45.1% → (平成23年度) 86.2%)において、
顕著な増加がみられる。

・ 飲食店・宿泊業において、「策定済み」と回答した企業が平成21年度の0%から平成23年度には
14.3%へと増加する等、策定の動きがみられる。

44.1

28.9

48.6

27.1

24.3

13.3

75.6

21.2

14.3

29.7

25.3

17.2

25.5

27.0

11.9

19.9

12.8

10.6

16.7

9.1

18.9

16.0

15.1

28.2

14.9

28.8

26.2

33.2

6.5

16.7

28.6

29.7

25.3

18.3

11.8

8.1

22.0

16.5

25.0

34.8

27.3

13.5

22.7

6.8

12.1

14.3

10.6

20.8

9.3

4.9

2.7

0.8

3.2

4.4

0.5

5.4

1.0

0.7

0.5

1.7

1.6

1.0

1.7

1.4

0.5

2.2

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店・宿泊業

学術研究・専門・
技術サービス業

その他サービス業

策定済みである

策定中である

策定を予定している
（検討中を含む）

予定はない

事業継続計画（BCP）とは
何かを知らなかった

その他

無回答

【平成23年度】
平成23年度 n=1,557 (単数回答)
対象：建設業、製造業、情報通信業、

運輸業、卸売業、小売業、金融・保

険業、不動産業、飲食店・宿泊業、

学術研究・専門・技術サービス業、

その他サービス業に該当する企業

回答数が30社以下の業種については、サンプル数が少ないためグラフを表示していない

平成21年度 n=983 (単数回答)
対象：建設業、製造業、情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、金融

・保険業、不動産業、飲食店・宿泊業、サービス業に該当する企業

7.9

15.0

22.9

22.4

13.9

7.5

34.1

9.3

13.1

21.3

17.1

12.6

11.0

10.1

11.9

17.5

11.6

11.7

15.4

10.4

17.6

30.5

11.7

21.4

6.7

18.0

8.5

19.2

17.7

11.4

8.1

51.2

33.2

25.8

58.3

42.4

59.0

31.1

57.2

70.4

45.5

6.7

5.3

6.6

6.9 3.5

5.7

5.9

3.7

3.8

2.6

0.9

3.0

1.4

1.2

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店・宿泊業

サービス業

策定済みである 策定中である 予定している 予定はない 知らなかった 無回答

【平成21年度】

平成19年度 n=1,477 (単数回答)
対象：建設業、製造業、情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、金融

・保険業、不動産業、飲食店・宿泊業、サービス業に該当する企業
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82.8

60.5

25.9

25.3

24.1

21.1

17.3

15.1

14.8

8.8

8.1

7.3

4.4

4.2

3.9

3.4

0.7

0.7

2.4

33.3

0.6

8.7

4.9

1.5

4.1

2.4

3.8

0.5

5.3

11.8

17.8

12.8

10.5

23.0

73.9

6.9

49.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 

リスクマネジメントの一環として

企業の社会的責任、

情報提供活動の観点から

災害対策基本法、消防法等の

法令・規制上の要求から

過去の災害、事故の経験から

国や自治体、業界団体の

ガイドライン等を見て

国内の取引先の要請から

親会社・グループ会社の要請から

企業イメージ向上のため

業界団体の要請から

新聞、雑誌、書籍等を見て

海外の取引先の要請から

国や自治体、NPO、業界団体等主催

講習会・セミナーを受講して

国や自治体のホームページを見て

コンサルティング企業からの勧めにより

耐震診断の実施結果から

株主の要請から

銀行・債務者の要請から

企業のホームページを見て

策定経費への優遇措置の存在を知って

その他

無回答

大企業

中堅企業

【平成21年度】

（注）

（注）

（注）

⑥ 策定理由

・ 大企業・中堅企業のいずれについても「リスクマネジメントの一環として」が第1位。

・ 平成19年度に第1位だった「企業の社会的責任、情報提供活動の観点から」が平成21年度と同
様、2番目に多い。

・ 「過去の災害、事故の経験から」を挙げた企業が大企業・中堅企業ともに増加している。2011
年3月に発生した東日本大震災による影響があるものと推察される。

86.6

51.8

41.4

22.6

21.3

19.4

17.7

12.9

8.4

7.2

5.6

5.1

4.0

2.9

2.4

2.1

1.0

0.5

0.2

1.8

0.6

1.0

1.7

6.9

8.3

28.3

43.4

75.2

5.5

3.1

11.7

14.5

1.0

7.6

3.1

4.8

39.3

0.7

1.7

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

リスクマネジメントの一環として

企業の社会的責任（CSR）や情報提供活動の観点から

過去の災害、事故の経験から

親会社・グループ会社の要請から

国や自治体、業界団体のガイドライン等を見て

国内の取引先の要請から

災害対策基本法、消防法等の法令・規制上等の要求から

業界団体の要請から

企業イメージ向上のため

海外の取引先の要請から

株主の要請から

国や自治体、NPO、業界団体等が主催する講習会・セミナーを受講して

新聞、雑誌､書籍等を見て

耐震診断の実施結果から

国や自治体のホームページを見て

コンサルティング企業からの勧めにより

企業のホームページを見て

銀行・債権者の要請から

策定にかかった経費への優遇措置（BCPローン､格付融資等）の存在を知って

その他

無回答

大企業

中堅企業

【平成23年度】

平成23年度 n=1,196 (複数回答)
対象：BCPを「策定済み」・「策定中」・「予定
がある」と回答した大企業及び中堅企業

平成21年度 n=445 (単数回答)
対象： BCPを「策定済み」・「策
定中」・「予定がある」と回答した

大企業及び中堅企業

（注）「業界団体の要請から」「親会

社・グループ会社の要請から」「リ

スクマネジメントの一環として」は、

平成21年度の調査から選択肢に
追加している。

平成19年度 n=565  (単数回答)
対象： BCPを「策定済み」・「策定中」・「予定がある」と回答
した大企業及び中堅企業

82.1

37.1

35.2

26.3

21.6

21.2

15.4

10.3

8.1

7.7

6.4

5.5

4.4

0.7

0.4

7.8

1.1

32.4

16.8

0.4

0.5

0.4

13.9

1.6

3.8

3.8

4.3

5.3

7.8

7.9

20.6

18.2

20.5

21.4

70.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

企業の社会的責任、

情報提供活動の観点から

過去の災害、事故の経験から

国や自治体、業界団体の

ガイドライン等を見て

災害対策基本法、消防法等の
法令・規制上の要求から

企業イメージ向上のため

国内の取引先の要請から

国や自治体、NPO、業界団体等主催

講習会・セミナーを受講して

新聞、雑誌、書籍等を見て

海外の取引先の要請から

株主の要請から

耐震診断の実施結果から

コンサルティング企業からの勧めにより

国や自治体のホームページを見て

企業のホームページを見て

策定経費への優遇措置の存在を知って

銀行・債務者の要請から

その他

無回答

大企業

中堅企業

【平成19年度】
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50.2

43.8

38.0

30.7

25.7

24.7

23.9

21.7

21.6

18.9

16.6

11.7

11.5

11.0

5.2

4.3

1.3

0.9

4.2

3.5

28.9

35.9

2.0

9.0

34.5

38.1

29.0

30.1

20.8

8.3

16.1

9.0

12.8

18.7

10.5

11.9

2.5

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

策定に必要なスキル・ノウハウがない

策定する人手を確保できない

部署間の連携が難しい

BCPに対する現場の意識が低い

策定の費用の確保が難しい

代替オフィス等の対策費用が高い

バックアップシステムの構築が難しい

サプライチェーン内での調整が難しい

重要業務の絞込みが難しい

BCPの内容に関する情報が不足している

BCPに対する経営層の意識が低い

ガイドライン等に自組織の

業種に即した例示がない

法令、規制等の順守義務との整合が難しい

同業他社との相互協力関係の構築が難しい

税制優遇措置などの財務手当支援が不十分

BCPに関する地方自治体の

相談窓口がわからない

BCPに関するコンサルティング企業等の

相談窓口がわからない

民間のBCP支援サービスが不十分

その他

無回答

大企業

中堅企業

【平成19年度】

⑦ 策定時の問題点・課題

平成21年度 n=284 (複数回答)
対象：BCPを「策定中」及び「策定を予定している（検討中を含
む）」と回答した大企業及び中堅企業

平成19年度 n=376 (複数回答)
対象：BCPを「策定中」及び「策定を予定している（検討中を
含む）」と回答した大企業及び中堅企業

・ 今回の調査においても、過去の調査と同様、大企業においては、「策定に必要なスキル・ノウハウ

がない」 、「部署間の連携が難しい」、「策定する人手を確保できない」との回答が多い。

・ 中堅企業においては、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」、「策定する人手を確保できない」、

「BCPに対する現場の意識が低い」との回答が多い。

47.0

41.4

39.9

37.1

31.2

28.0

26.2

25.2

23.4

22.1

17.1

15.6

10.3

9.3

5.3

4.7

1.9

0.6

1.2

2.8

32.7

29.1

25.6

11.6

14.1

17.6

12.1

6.0

4.5

2.0

1.5

1.0

2.5

39.7

20.6

24.6

20.6

27.1

13.1

50.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

策定に必要なスキル・ノウハウがない

部署間の連携が難しい

策定する人手を確保できない

サプライチェーン内での調整が難しい

重要業務の絞込みが難しい

BCPに対する現場の意識が低い

策定の費用の確保が難しい

バックアップシステムの構築が難しい

BCPの内容に関する情報が不足している

代替オフィス等の対策費用が高い

同業他社との相互協力関係の構築が難しい

BCPに対する経営層の意識が低い

法令、規制等の順守義務との整合が難しい

ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない

税制優遇措置などの財務手当支援が不十分

BCPに関する地方自治体の相談窓口がわからない

BCPに関するコンサルティング企業等の相談窓口がわからない

民間のBCP支援サービスが不十分

その他

無回答

大企業

中堅企業

【平成23年度】

平成23年度 n=520 (複数回答)
対象：BCPを「策定中」及び「策定を予定している
（検討中を含む）」と回答した大企業及び中堅企業

48.5

42.3

39.7

38.8

38.0

31.5

25.2

24.6

20.0

17.4

17.1

14.9

12.2

5.4

2.2

2.0

1.1

1.3

3.9

29.6

22.9

15.2

18.9

2.4

3.2

0.7

0.7

5.8

1.2

3.7

18.4

10.0

20.1

19.1

31.4

36.1

34.4

25.0

43.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 

部署間の連携が難しい

策定に必要なスキル・ノウハウがない

策定する人手を確保できない

BCPに対する現場の意識が低い

重要業務の絞込みが難しい

サプライチェーン内での調整が難しい

策定の費用の確保が難しい

バックアップシステムの構築が難しい

代替オフィス等の対策費用が高い

BCPの内容に関する情報が不足している

同業他社との相互協力関係の構築が難しい

BCPに対する経営層の意識が低い

ガイドライン等に自組織の

業種に即した例示がない

法令、規制等の順守義務との整合が難しい

BCPに関する地方自治体の

相談窓口がわからない

税制優遇措置などの財務手当支援が不十分

民間のBCP支援サービスが不十分

BCPに関するコンサルティング企業等の

相談窓口がわからない

その他

無回答

大企業

中堅企業

【平成21年度】
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47.4

44.7

28.9

21.1

18.4

13.2

10.5

7.9

2.6

2.6

2.6

18.4

33.7

24.4

14.0

11.6

2.3

4.7

2.3

3.5

29.1

16.3

9.3

54.7

23.3

5.8

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

策定に必要なスキル・ノウハウがない

法令、規制等の要請がない

策定する人手を確保できない

策定の費用が確保できない

策定の効果が期待できない

経営層がBCPの重要性を認識していない

顧客、取引先からの要請がない

代替オフィス等の対策経費が確保できない

災害とは無縁であると考えている

ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない

策定に際して地方自治体の相談窓口が分からない

国や地方自治体の入札要件にない

策定に際してコンサルティング企業等の相談窓口が分からない

その他

無回答

大企業

中堅企業

【平成23年度】

⑧ 未策定理由

・ 平成23年度の上位3項目は、大企業、中堅企業ともに、「策定に必要なスキル・ノウハウがな
い」、「法令、規制等の要請がない」、「策定する人手を確保できない」となっている。

43.1

43.0

34.2

24.0

23.3

19.8

15.0

14.1

6.9

4.9

4.9

2.5

13.0

57.7

12.9

6.1

4.6

2.1

19.9

10.6

35.6

28.6

22.3

22.3

44.4

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 

法令、規制等の要請がない

策定に必要なスキル・ノウハウがない

策定の効果が期待できない

代替オフィス等の対策経費が確保できない

策定の費用が確保できない

策定する人手を確保できない

顧客、取引先からの要請がない

経営層がBCPの重要性を認識していない

ガイドライン等に自組織の

業種に即した例示がない

国や地方自治体の入札要件にない

策定に際して地方自治体の

相談窓口が分からない

策定に際してコンサルティング企業等の

相談窓口が分からない

災害とは無縁であると考えている

その他

無回答

大企業

中堅企業

【平成21年度】

平成21年度 n=72 (複数回答)
対象：BCPの策定について「予定はない」と回答した大企業及び
中堅企業

平成19年度 n=123 (複数回答)
対象：BCPの策定について「予定はない」と回答した大企業及び
中堅企業

平成23年度 n=284 (複数回答)
対象：BCPの策定について「予定はない」と回
答した大企業及び中堅企業

54.0

44.2

25.8

23.8

17.6

14.7

14.5

12.7

9.7

3.0

2.2

1.5

13.6

2.3

24.3

25.9

13.3

8.2

8.4

6.3

1.4

52.6

63.2

24.3

21.7

9.9

7.8

12.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

策定する人手を確保できない

策定に必要なスキル・ノウハウがない

法令、規制等の要請がない

策定の効果が期待できない

策定の費用が確保できない

代替オフィス等の対策経費が確保できない

経営層がBCPの重要性を認識していない

顧客、取引先からの要請がない

ガイドライン等に自組織の

業種に即した例示がない

策定に際して地方自治体の

相談窓口が分からない

国や地方自治体の入札要件にない

災害とは無縁であると考えている

策定に際してコンサルティング企業等の

相談窓口が分からない

その他

無回答

大企業

中堅企業

【平成19年度】
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①重要な業務が停止したかどうか

・ 全体集計結果については、重要な業務が停止したとの回答がおよそ35%となっている。

・ 企業規模別の集計結果については以下のとおり。
－重要な業務が停止したとの回答は、大企業の方が中堅企業より10ポイント以上多い。

・ 業種別の集計結果については以下のとおり。
－製造業、小売業において、「重要な業務が停止した」との回答が4割以上ある。
－金融・保険業と情報通信業において、「重要な業務が停止した」との回答が2割以下である。
－金融・保険業において、8割以上が「業務は停止しなかった」と回答。

＜２＞ 東日本大震災に関する状況等

 

43.8

32.1

9.2 46.3

60.3
5.9 0.7

0.1

1.1

0.6

0 20 40 60 80 100

大企業

中堅企業

重要な業務が停止した 重要でない業務が停止した 業務は停止しなかった

わからない 無回答

％

N=674

N=443

【企業規模別集計】

【業種別集計の主な例】

30.1

48.1

17.6

32.5

43.4

13.8

10.8

7.2

17.6

7.1

58.1

43.5

64.9

58.3

45.9

81.3

4.1

8.7

0.8

1.0

0.7

1.1

0.5

2.6

0.5

0 20 40 60 80 100

建設業

製造業

情報通信業

卸売業

小売業

金融・保険業

重要な業務が停止した 重要でない業務が停止した 業務は停止しなかった

わからない 無回答

％

N=93

N=432

N=74

N=206

N=196

N=123

34.9 7.5 56.0

0.7

0.8

0 20 40 60 80 100

N=1,634

重要な業務が停止した 重要でない業務が停止した 業務は停止しなかった

わからない 無回答

％

【全体集計】
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②重要な業務が停止した理由

・ 「停電」、「交通機関の停止・道路の通行不能」、「電話・インターネットの利用不能」といったイン

フラ・ライフラインの停止・利用不能を挙げる企業が多い。

・ 自社の要因として、「従業員の出社不能」、「工場の機器・設備等の損壊」、「オフィスの使用不

能」を挙げる企業が2割以上存在する。

・ サプライチェーンに関する要因として、「取引先(納入元)の業務の停止」が26%、「取引先(納入
先)の業務の停止」が23%ある。

 

N=571

54.8

37.8

29.9

28.0

26.6

25.6

25.4

23.6

22.9

20.8

13.8

11.2

9.3

9.8

0.4

0 20 40 60 80

停電のため

交通機関や道路が利用できなくなったため

電話やインターネットが使用できなくなったため

従業員が被災し、出社できなかったため

工場の機器・設備等が損壊したため

自社の業務は再開したが、取引先（納入元）の業務が

停止していたため（ex 資材の供給停止等）

断水のため

オフィスが使用できなくなったため

自社の業務は再開したが、取引先（納入先）の業務が

停止していたため（ex 顧客の工場停止等）

電力不足のため

ガスの供給が停止したため

IT機器（PC、サーバ等）、情報システムが損壊したため

放射能汚染のため

その他

無回答

％

[①で、「１.重要な業務が停止した」と回答した企業が対象。]

【重要な業務が停止した理由】
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③重要な業務が停止した時期

・ 全体集計結果については以下のとおり。

－発災直後との回答が最も多く、およそ7割を占める。
－数日から数週間あるいは、1か月が経過した後に後に停止したとする企業も存在する。

・ 企業規模別集計結果については以下のとおり。

－重要な業務が停止した時期は、大企業、中堅企業ともに、同様の傾向である。

 

68.5 13.7 7.7

3.3 4.2 0.7

1.9

0 20 40 60 80 100

N=571

発災直後 発災から数日後 発災から１週間後 発災から数週間後

発災から１カ月後 その他 無回答

％

【全体集計】

【企業規模別集計】

 

68.8

69.0

13.2

12.7

8.1

7.7 5.6

4.7

1.4

2.4

1.4

0.7

2.0

2.1

0 20 40 60 80 100

大企業

中堅企業

発災直後 発災から数日後 発災から１週間後 発災から数週間後

発災から１カ月後 その他 無回答

％

N=295

N=142



12

④重要な業務が再開するまでに要した時間

・ 全体集計結果については以下のとおり。

－1日以内に再開した企業は1割程度にとどまる。
－ 約9割の企業において、再開までに2日以上かかっている。
－ 再開までに一週間超を要した企業の合計は5割を超える。

・ 企業規模別集計結果については以下のとおり。

－ 重要な業務が再開するまでに要した時間は、大企業、中堅企業ともに、同様の傾向である。

 

5.6 15.6 16.1 19.8 13.0 18.9

2.8

1.9

2.1 1.9

2.3

0 20 40 60 80 100

N=571

数時間以内 半日以内 １日以内

２～３日 １週間以内 数週間以内

１ヶ月以内 数ヶ月 現時点でまだ復旧していない

その他 無回答

％

 

6.1

6.3

15.3

12.0

14.6

21.1

20.0

18.3

13.9

13.4

18.6

21.1

2.7

0.7 2.8

1.7

1.4

2.0 2.7

2.8

2.4

0 20 40 60 80 100

大企業

中堅企業

数時間以内 半日以内 １日以内

２～３日 １週間以内 数週間以内

１ヶ月以内 数ヶ月 現時点でまだ復旧していない

その他 無回答

％

N=295

N=142

【全体集計】

【企業規模別集計】
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⑤東日本大震災発生時の地震又は津波を対象リスクとする事業継続計画(BCP)の策定状況

・ 全体集計結果については以下のとおり。

－ 「策定していた」との回答は、23.4%となっている。

・ 企業規模別集計結果については以下のとおり。

－ 策定していたとの回答は、大企業で 39.8%、中堅企業で 11.5% となっている。

 

23.4 73.1 3.4

0 20 40 60 80 100

N=1,634

策定していた 策定していなかった 無回答

％

 

39.8

11.5

57.6

85.6

2.7

2.9

0 20 40 60 80 100

大企業

中堅企業

策定していた 策定していなかった 無回答

％

N=674

N=443

【全体集計】

【企業規模別集計】
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⑥東日本大震災後の地震又は津波を対象リスクとする事業継続計画(BCP)の策定状況

 

4.3 15.7 35.9 25.6 18.5

0 20 40 60 80 100

N=1,195

既に策定した 策定中である

策定を予定している（検討中を含む） 策定する予定はない

無回答

％

 

4.9

4.2

29.9

10.0

38.4

39.3 29.3

19.1

17.2

7.7

0 20 40 60 80 100

大企業

中堅企業

既に策定した 策定中である

策定を予定している（検討中を含む） 策定する予定はない

無回答

％

N=388

N=379

【全体集計】

【企業規模別集計】

[⑤で、「東日本大震災発生時に地震又は津波を対象リスクとする事業継続計画(BCP)を策定していなかった」と回答した企業が
対象。]

・ 全体集計結果については以下のとおり。

－「策定済み」および「策定中」と回答した企業を合わせた割合は、2割となっている。

・ 企業規模別集計結果については以下のとおり。

－ 「既に策定した」との回答は、大企業で4.9%、中堅企業で4.2%となっている。
－ 「策定中」との回答は、大企業において3割、中堅企業において1割となっている。
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⑦事業継続計画（BCP）の有効性、項目の改善・追加の必要性

・ 「BCPに記載されており、有効に機能した」との回答が多い項目は、「対策本部の設置・運用ルー
ル」、「発災後の業務遂行に関するルール」、「情報システム関連施設の防災対策（データセンター

等）」、「従業員の安否確認手順」、「重要情報の保護（電子データ、紙媒体）」となっている。

・ 「改善が必要」との回答が多い項目は、「従業員の安否確認手順」、「事業継続に必要な物資の備

蓄体制（原材料、燃料、食料など）」となっている。

・ 「改善が必要」と「項目の追加を検討する」とを合わせた割合が多い項目は、「重要拠点が被災した

際の代替拠点の確保」、「重要拠点が被災した際の代替設備・手段の確保」、「非常用電源設備の確

保」、「取引先の業務が停止した場合の代替調達先の確保」となっている。

【⑤で、東日本大震災発生時の地震または津波を対象とするBCP策定状況で「策定していた」と回答した企業が対象】

 

61.6

55.1

51.2

49.1

46.2

41.3

41.0

40.7

38.4

37.1

36.6

34.5

31.1

29.5

17.5

13.3

28.5

27.9

13.6

45.4

17.0

20.9

34.7

23.8

10.7

13.3

14.6

21.7

25.8

20.4

15.4

21.9

15.1

17.8

13.3

11.2

17.5

22.5

20.4

14.1

23.5

23.0

25.1

21.1

28.7

12.0

11.2

17.5

7.3

11.2

20.4

21.7

27.9

11.5

11.0

17.8

36.6

26.9

8.1

7.8

7.0

5.7

6.8

8.1

7.6

6.8

8.9

9.1

7.3

9.4

9.1

2.1

2.1

9.1 2.3

2.1

0.5

5.5

5.7

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対策本部の設置・運用ルール

発災後の業務遂行に関するルール

情報システム関連施設の防災対策（データセンター等）

従業員の安否確認手順

重要情報の保護（電子データ、紙媒体）

主要な設備の防災対策（工場の設備、業務用PCなど）

事業継続に必要な物資の備蓄体制（原材料、燃料、食料など）

発災後の取引先との連絡方法

代替データセンターの確保

自社の被害状況等の公表に関するルール

重要拠点の耐震補強など（本社・支店・工場等）

重要拠点が被災した際の代替拠点の確保

重要拠点が被災した際の代替設備・手段の確保

非常用電源設備の確保

自社製品の輸送手段の確保

取引先の業務が停止した場合の代替調達先の確保

BCPに記載されており、有効に機能した

BCPに記載されているが、有効に機能しなかったため、改善が必要である

BCPに記載されておらず、項目の追加を検討する

BCPに記載されていないが、項目の追加は不要である

無回答

N=383
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⑧東日本大震災後の事業継続計画（BCP）の修正状況

・ 全体集計結果については以下のとおり。
－ 「既に修正した」と回答した企業は２割強である。
－ 「修正を予定していない」と回答した企業は約8%である。

・ 企業規模別集計結果については以下のとおり。
－ 「既に修正した」、「修正を予定している」ともに、大企業の方が多い。
－ 「修正を予定していない」については、中堅企業の方が多く、２割弱となっている。

【⑤ で、東日本大震災発生時の地震または津波を対象とするBCP策定状況で「策定していた」と回答した企業が対象】

【企業規模別集計】

【全体集計】

23.2 55.1 13.1 7.8 0.8

0 20 40 60 80 100

既に修正した 修正を予定している

修正するかどうかを検討中 修正を予定していない

無回答

％

N=383

25.4

15.7

61.9

43.1

9.0

19.6 19.6

3.7

2.0

0 20 40 60 80 100

大企業

中堅企業

既に修正した 修正を予定している 修正するかどうかを検討中

修正を予定していない 無回答

％

N=268

N=51
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⑨東日本大震災後の事業継続計画（BCP）の修正状況

・ 『修正済み』については、『生命の安全確保と安否確認』、『指揮命令系統の明確化』、『検討
対象とする災害の特定』との回答が多くなっている。

・ 『修正済み』と『検討中』を合わせた値についてみると、『生命の安全確保と安否確認』、『検討

対象とする災害の特定』、『重要業務が受ける被害の想定』、『停止期間と対応力の見積もり』と
の回答が多くなっている。

[⑧で、「１.既に修正した」、「２.修正を予定している」と回答した企業が対象。]

34.0

27.7

23.0

18.0

15.0

14.7

14.3

14.0

13.3

13.3

12.7

12.7

11.0

8.0

6.3

4.3

40.0

28.0

49.0

40.3

41.7

44.7

40.7

44.3

34.0

39.3

53.3

36.0

48.7

38.0

35.3

33.7

35.7

21.0

38.0

23.3

36.0

35.3

32.7

38.0

34.3

43.7

39.7

28.0

44.3

32.0

44.0

51.0

54.3

52.0

13.7

5.0

6.3

4.7

5.7

8.0

8.0

7.0

7.3

9.0

7.7

6.0

7.0

8.3

10.0

7.3

7.7

10.3

81.3
2.0

2.0

3.0

0 20 40 60 80 100

生命の安全確保と安否確認

指揮命令系統の明確化

検討対象とする災害の特定

本社等重要拠点の機能の確保

事務所・事業所および設備の災害被害軽減

重要な要素の抽出

重要業務の選定

目標復旧時間・目標復旧レベルの設定

対外的な情報発信および情報共有

情報システムのバックアップ

重要業務が受ける被害の想定

二次被害の防止

停止期間と対応力の見積もり

製品・サービスの供給関係

（代替生産、在庫積み増し、調達変更　等）

地域との協調・地域貢献

共助、相互扶助

放射能汚染への対応

その他

既に修正済み 修正を予定している（含検討中） 修正を行わない 無回答

％
N=300


